
別記様式第１号

【健全で豊かな森林づくりの推進】

・治山事業の実施により森林の公益的機能が回復又は維持される森林の面積
３ヶ年（H22～H24）：１３５ha

・周辺の森林の山地災害防止機能が確保される集落数
３ヶ年（H22～H24）：３０集落

・治山事業の実施により森林からの濁水を緩和し、漁場環境の保全を図る漁場
３ヶ年（H22～H24）：２漁場（２漁協）

対象事業（農山漁村）

計画期間内の事業内容

事業型 事業箇所名（地区名） （工種及び数量）

・予防治山事業
・地域防災対策総合治山事業 平成２２年度

・山地災害総合減災対策治山事業 ～
・共生保安林整備事業 平成２４年度

（・予防治山事業） （岐阜県内） （岐阜県） （各務原市） ・渓間工（谷止工、流路工）１式 (平成２３年度) (16,000)
平成２２年度

～

平成２４年度

関連事業（地域自主戦略）

計画期間内の事業内容

事業型 事業箇所名（地区名） （工種及び数量）

・予防治山事業
・地域防災対策総合治山事業 平成２３年度

・山地災害総合減災対策治山事業 ～
・共生保安林整備事業 平成２４年度

平成２３年度

～
平成２４年度 154,500

3,920,500

対象市町村

岐阜市、各務原市、山県市、本巣市、大垣市、海津市、養老町、垂井町、関ヶ原町、揖斐川町、大野町、池田町、
関市、美濃市、郡上市、美濃加茂市、可児市、坂祝町、富加町、川辺町、七宗町、八百津町、白川町、東白川村、
御嵩町、多治見市、瑞浪市、土岐市、中津川市、恵那市、下呂市、高山市、飛騨市、白川村（計３４市町村）

農山漁村地域整備計画
計画の名称 岐阜県治山事業整備計画
計画策定主体 岐阜県

定量的指標

計画の期間 ３ヶ年（平成２２年度～平成２４年度）
計画の目標

（治山事業の推進）
・荒廃地や荒廃森林の再生に必要な施設の設置と森林整備を推進する。
・防災対策としての治山施設整備や森林整備、並びに山地災害情報の提供などのソフト対策を総合的に推進す
る。

（具体的な取組）

・森林からの不安定土砂・流木などの流出を防止し、災害に強い森林づくりを推進するため、荒廃移行森林（保安
林）の整備を治山事業により計画的に進める。
・山地災害危険地区のうち、治山防災地理情報システムの解析により崩壊危険度が高く、かつ保全対象が多く生
活影響度が高い地区から優先的に治山施設を設置する。

・漁場と密接に関係している森林において、濁水の緩和等、漁場環境の保全効果を高めるための事業を実施す
る。
・精度の高い山地災害情報を市町村と連携を取りながら県民に提供し、危険地区の認識、防災意識の高揚を図
る。

治山事業 3,536,400

事業名 事業実施
主体

・渓間工（床固工、谷
止工、護岸工、流路
工）１式、山腹工１式、
森林整備１式

岐阜県内 岐阜県
上記「対象
市町村」内

（うち全国防災）

漁場保全の森
づくり事業

・奥地保安林保全緊急対策事業 岐阜県 141,700
上記「対象
市町村」内

・渓間工（床固工、谷止
工、護岸工、流路工）１
式、山腹工１式、森林整
備１式

岐阜県内

工期
計画期間内
の総事業費

合計 3,678,100

関係市町
村

岐阜県

治山事業 3,766,000

漁場保全の森
づくり事業

・奥地保安林保全緊急対策事業

合計

関係市町
村

工期
計画期間内
の総事業費

備考

備考

・渓間工（床固工、谷
止工、護岸工、流路
工）１式、山腹工１式、
森林整備１式

上記「対象
市町村」内

岐阜県内
上記「対象
市町村」内

・渓間工（床固工、谷止
工、護岸工、流路工）１
式、山腹工１式、森林整
備１式

岐阜県内 岐阜県

事業名 事業実施
主体



農山漁村地域整備計画

治山事業計画

漁場保全の森づくり事業


